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Ⅰ.要旨 
【目的】 
現金給付の賛否について介護保険創設時から現在に至るまで、有識者の間で議論が
重ねられたが見解は得られていない。そこで、本研究は在宅の介護者を対象に、家族
介護に対する介護保険の枠組みの下での現金給付の賛否とその要因、現金給付の希望
水準額、現金給付に対する介護者の意向を明らかにし、家族介護に対する全般的な支
援のあり方を検討する。 
【方法】 
全国の在宅介護をしている 850 世帯の主介護者を対象に、自記式のアンケート調査
を実施した。調査内容は、介護保険における現金給付の賛否、介護の状況、サービス
利用状況、現金給付の希望水準額として、介護労働 1 時間あたりの最低受け入れ意思
額(Willingness to Accept; WTA)である。また、現金給付に対する介護者の意向とし
てサービス利用の変更、経済的負担の許容、現金給付と引き替えに課せられる条件の
是非をたずねた。分析は、現行制度にはない現金給付の賛否に関連する要因は階層的
な多変量ロジスティック回帰分析を実施し、希望水準額と介護者の意向は現金給付の
賛否による 2 群を比較した。 
【結果】 
有効回答は 350 世帯(有効回答率 41.2%)であり、介護者の平均年齢は 63.7 歳、性
別は女性 73.4%、配偶者が 42.0%を占めた。介護の状況をみると、介護期間は平均
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66.2 ヶ月、介護時間は平均 12.0 時間/日、要介護 4、5 の割合は各 18.8%、39.0%で
あった。現金給付の賛否は、反対 33.3%、賛成 37.4%、どちらともいえない 29.3%で
あった。現金給付に関わる要因は、「経済的に利用できないサービス」、「介護費用の
負担感」、「問題行動数」、「地域に存在しないサービス」であった。 
現金給付の希望水準額は現状の介護 1 時間あたり約 1,000 円であり、家族介護を 1
時間増加させた場合は 1,000～1,500 円程度であった。介護者に現金が給付されると
仮定した場合に利用を減らすサービスがあると回答した者は 12.5%で、現金給付の賛
否で有意な差はみられなかった。 
許容できる経済的負担は、現金給付の賛否で差がなく現在の保険料などの 1.2 倍で
あった。現金給付と引き替えに課せられる条件として、「家族介護の計画立案・評価」、
「ヘルパー資格の取得」、「給付金の使途説明」の導入を可とした介護者の割合は、い
ずれも 2～3 割であった。 
【考察】 
介護保険制度の枠組みの下で現金給付の導入に賛成する介護者は 4 割弱であり、利
用できるサービスの選択肢があっても、経済的理由によってサービスを利用できない
場合に現金給付を望む傾向がうかがえた。一方、要介護者の問題行動が多い、地域に
サービスがない場合には現金給付を望まず、サービスの整備が必要と考える傾向にあ
る。 
現金給付における介護 1 時間あたりの希望額は 1,000 円であり、一般的な賃金水準
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(平成 21 年賃金構造基本統計調査)と比較しても、妥当な金額といえる。現金給付を導
入した場合の介護者の意向は、現金給付か現物給付かの二者択一ではなく、現物給付
と現金給付の双方を希望していることがうかがえる。また、介護保険の利便性や質が
高ければ、応分の経済的負担をすることもいとわないことがうかがえる。 
介護保険の見直しで現金給付が導入された場合、介護の質の維持が課題となる。本
調査の結果からは、現金給付に賛成であっても新たな条件が課されることに対する抵
抗感は強いことが判明した。家族介護の質の保証は、専門職が定期的に訪問し、ケア
プランを立て、介護の指導を行ったり、介護の状況をモニタリングするなどの制度上
の工夫が必要と考えられる。  
【結論】 
現金給付の導入には、介護者の 4 割弱が賛成している。賛成とする要因としては、
介護費用の負担が大きいこと、介護サービスの利用が経済面で制限されることなどサ
ービス利用に係る経済問題が大きいことが明らかとなった。一方、反対とする要因と
しては、要介護者に問題行動が多いこと、地域に介護サービスがないことなどである。
現金給付の希望額は時給 1,000 円であり、また、介護の利便性が高まれば応分の自己
負担はいとわないことがうかがえた。しかし家族介護の質を評価されることには抵抗
感が少なくなく、家族介護に対する支援として現金を給付するにあたっては、介護の
質を担保する仕組みが欠かせないと考えられる。 
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Ⅱ.研究背景 
1.現金給付に対する課題 
介護保険法が 2000 年に施行されて以来 10 年が経過した。制度開始当初に比べ、
要介護認定者は 218 万人から 469 万人へ、サービス受給者は 149 万人から 384 万人
へ、介護給付費は 3.6 兆円から 7.7 兆円へと倍増し、施行前と比べて公的介護サービ
スの利用が定着している。介護サービスの利用が増加したとはいえ、介護給付の利用
限度額に対する平均利用率は要介護 5 であっても 6 割、要介護 2 以下の軽度介護者に
限っては 4 割台の利用率に留まっている 1)。居宅にいる介護者、要介護者はサービス
の利用を抑制しており、その分を家族介護で補っている。一方、公的介護サービスの
利用によって、家族介護者の負担感や抑うつは減少することが期待されたが、介護保
険開始後にもさほど減少していないことが報告されている 2-5)。さらに一般の高齢者
の過半数は在宅で介護を希望していることや、家族介護を中心に介護サービスの併用
を希望していること 6)など、現在でも家族への期待は高く、家族介護者の状況とその
重要性に変化はない。 
そのため、家族介護の支援には一層の対策が望まれるが、介護保険制度のもとでも
在宅サービスを充分に利用していない現状で、居宅で介護をしている家族介護者への
支援は、これまでの現物給付のみに頼った方法では解決できない可能性がある。その
方策として介護サービスの充実のみならず、制度開始前に国民の約 58%が支持してい
た現金給付 7)を、家族介護者を支援する手段の 1 つとして、選択肢に含め検討しても
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良いと思われる。 
実際に介護保障制度を持つ国には、家族介護者を支援するために現金給付を選択肢
に用意する国がある 8）。イギリス、オーストラリア、アイルランドでは介護による低
所得者への補償として給付を行っている 8)。ノルウェー、スウェーデンでは公的サー
ビスよりも適切と判断された場合には給付がなされる 8）。韓国では公的サービスのな
い地域での現金給付が認められている 9)。フランスでは 60 歳以上の要介護者に給付
されるが使途説明が求められる 8,10-12)。米国では Medicare・Medicaid 等でカバーで
きない部分に対し、消費者主導（consumer direction）という概念のもとで、15 州の
NPO プログラムとして現金給付と利用相談制度（Cash and Counseling）を試行し
ている 13,14)。カナダでは終末期の介護に限られる 8)。オランダ、ドイツ、ルクセンブ
ルクでは現物・現金の混合給付を選択できる 8,15,16)。特にドイツでは現金給付の選択
が多いが家族介護の審査がある 15,16)。ドイツ連邦保健省への interview 調査では、現
金給付の意義は家族介護の社会的評価に加え、介護者への支援、感謝の意味合いがあ
り 15)、ドイツ国民の間に強い反対はない 16)。他方、オーストリア、イタリアは、十
分な公的サービスが不足しており現金給付を主体としている 10,17)。 
以上のように、介護者の支援に現物給付だけでなく現金給付も含めた支援策を持つ
国は多くあるが、我が国の介護保険制度のもとでは現物給付に限られている。これま
で我が国では介護保険創設時から現在に至るまで、有識者による現金給付の議論が重
ねられてきた。現金給付は介護の社会化理念にそぐわない 18) 、財政負担となる 19)
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との反対意見と、公的サービスのない僻地に限定、家族介護の質の担保による条件付
きの賛成意見 20)、現物給付より安価な現金給付への切り替えによる財政的問題の解決
21)、家族介護の評価、公的サービスを利用しない世帯との介護保険の公平性担保 22)
の面から積極的な賛成意見があり、有識者間でも合意は得られておらず 19,23)課題が残
されている。 
これまで現金給付に対して介護者、要介護者である当事者の希望は充分に明らかに
されているとは言えない。高齢者の家族介護への期待が高い中、介護サービスを充分
に利用できない世帯に対しては、家族介護者の支援策として現金給付をどのように考
えるか、国民的な議論が求められるが、当事者の賛否は明らかではない。そのために、
全国の介護者が現金給付をどのように考えるか明らかにする必要がある。 
 
2.現金給付の賛否と関連する要因 
これまでの現金給付の賛否に関しての報告は、介護保険制度開始前の 1995 年、一
般国民対象の世論調査があり、58.2%が現金給付に賛成であった 7)。しかし、対象が
介護者でないこと、「現物給付を利用しない場合」という前提の質問が提示されるな
どの問題があった。さらに、介護保険制度開始後には海外の介護保障制度との比較
10,24,25)研究や、調査対象が自治体の首長に限定された研究があり、過半数が反対であ
ること 26)などが報告された。しかし、介護の当事者である家族介護者に焦点をあてた
研究はほとんどなされていない。そこで本研究では、介護保険制度が定着した現在、
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改めて当事者に目を向け、全国の介護者に賛否を問うことで、現金給付に対する介護
者の考えを明らかにする。 
 さらに、現在は現金給付の賛否についての見解は得られていないことを述べたが、
その賛否については、どのような要因が影響するかを詳細に明らかにした研究もみあ
たらない。そこで本研究では、介護に関する要因のうち何が現金給付の賛否に影響す
るかあわせて検証する。現金給付の賛否に関する要因は様々なことが想定されるが、
在宅介護に対する不満や負担が、介護サービスに替わる現金給付に賛成する 1 つの要
因となると考えられる。これまで在宅介護の負担は、介護期間 27)、介護時間 28)、要
介護度、問題行動の存在 28,29) 、家族の存在がない 29,30)などの「介護の状況」が負担
を上げると報告されている。介護サービスがない場合には現金給付に賛成する 7)ため、
サービス利用ができない 29)、自己負担が重いなど経済的負担がある 29)など「介護サ
ービスの利用状況」の悪化は負担を上げる要因であると考えられる。この「介護の状
況」、「介護サービスの利用状況」は介護負担感やサービス満足度など「介護の認識」
の影響を受ける。「介護の認識」は現金給付の賛否への効果を強めると考えられる。 
そこで、現金給付の賛否に関連する要因を説明するため、第 1 に要介護度などの「介
護の状況」で解析を行い、第 2 に「介護の状況」にサービスの利用制限などの「介護
サービスの利用状況」を加えた場合、第 3 に「介護の状況」「介護サービスの利用状
況」に介護負担感などの「介護に対する認識」を加えた場合の 3 つのモデルによって、
賛否がどのようなメカニズムであるか検討する。 
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3.現金給付を導入した場合の介護者の意向 
 現金給付の賛否にとどまらず、仮に介護保険に現金給付が導入された場合に、介護
者が希望水準額、サービスの利用、経済的負担、家族介護の質の担保についてどのよ
うに考えるか、介護者の意向についても検討を加える必要がある。 
初めに、現金給付の希望水準額がどの程度であるか検討する。先行研究では、現金
給付の水準額について、1 つの自治体住民を対象に 1,300 円程度であることを報告し
ている 31)。しかし、回答は「介護サービスが負の価値を持つと認識する」介護者に限
定されるなどの限界がある。本研究では、全国の介護者に対して現金給付の希望水準
額をたずね、賛否によって差がないか検討する。 
次に、現金給付が実施された場合の介護者のサービス利用に対する意向も明らかに
する必要がある。現金給付を仮定した先行研究では、給付によって訪問介護サービス
の利用を大きく減らすという報告がされている 32)。しかし、給付額を訪問介護サービ
ス自己負担額の 10 倍を前提として示すなど問題もある。さらに、保険料などの経済
自己負担、家族介護の質の担保といった課題をどのようにとらえるかといった研究は
なされていない。そこで本研究では「仮に現金が給付されたら」サービス利用を変更
するか、経済的負担をどのように考えるか、家族介護の質の担保のために現金給付と
引き替えに課される条件をどのようにとらえるかについても検討する。 
 
Ⅲ.研究目的 
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本研究は在宅で介護を行う主介護者を対象に、現金給付の賛否と関連要因、具体的
な希望水準額、現金給付に対する介護者の意向を明らかにし、現金給付を含めた家族
介護に対する全般的な支援の方策、今後の介護保険制度のあり方を検討する。 
 
Ⅳ.研究方法 
1.調査対象と方法 
全国の在宅介護をしている主介護者を対象に「在宅介護と介護給付の選択に関する
意識調査」を実施し、あわせて要介護者にも回答を依頼した。調査は自記式のアンケ
ート調査であり、介護者には現金給付の賛否をはじめとした質問をする介護者票、要
介護者にはサービスの利用について質問する要介護者票を用いた。調査票の配布は、
独立行政法人福祉医療機構による保健福祉医療関係の情報を提供するサイトWelfare 
And Medical Service NETwork System; WAMNET(ワムネット)に公開されている
全国の訪問看護ステーション 66,391 の該当事業所を用いた。始めに実績がないと考
えられる、すべての保険医療機関が指定対象となるみなし指定事業所、看護師などの
訪問従事者がいない(0 人)と登録されている事業所と休止・廃止登録された事業所を
除いた。残る活動実態のあると考えられる 5619 事業所から、570 事業所を抽出し郵
送で調査協力の依頼を行った。協力可能との回答が得られた 103 施設を通じて、利用
者である要介護者 850世帯へ 2種の調査票を配布し、各世帯から郵送法で回収した(図
1)。配布期間は 2010 年 3 月から 7 月である。 
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2.調査内容と変数 (介護者票、要介護者票の調査票添付) 
(1)現金給付の賛否と関連要因 
①現金給付の賛否 
介護者に「家族介護に現金を給付するという制度は望ましいですか。」という問い
で、望ましい～望ましくないの 5 件法でたずねた。望ましい、やや望ましいを「賛成」、
「どちらともいえない」、やや望ましくない、望ましくないを「反対」の 3 段階とし
た。 
②現金給付に関連する要因 
「介護の状況」として 5 つの変数を用いる。「介護期間」は何年何ヶ月単位でたず
ね、分析では月単位に変換した。「介護時間」は、平日・休日別にたずね、分析では
平日の介護時間を用いた。「問題行動数」は、具体的な項目を選択してもらい合計数
を用いた。「世帯人員」は、同居家族の人数をたずねた。「要介護度」は要支援 1～2、
要介護 1～5 をたずね、分析では要支援 1、2 をまとめ要支援～要介護 5 までの 6 段
階スケールとした。 
「介護サービスの利用状況」として 3 つの変数を用いる。「利用回数が不足してい
るサービス」、「地域に存在しないサービス」「経済的に利用できないサービス」は、
要介護者票より具体的サービスの利用状況のうち該当する項目のあった場合に「有
り」、該当のない場合に「無し」の 2 値変数として用いた。「介護費用の負担感」は全
く負担でない(1)～非常に大きい(5)までの 5 件法で値が大きいほど費用の負担感が高
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いとした。 
「介護に対する認識」について 3 つの変数を用いる。「在宅介護の継続意志」は在
宅介護が今後も可能かそう思う(5)から思わない(1)の 5 件法で質問し、値が大きいほ
ど継続可能とした。「介護サービス満足度」は満足(5)か不満足(1)かの 5 件法で、値が
大きいほど満足度が高いとした。「全体的介護負担感」は Zarit 介護負担尺度日本語
版(J-ZBI)33,34)より用い、全く負担でない(1)から非常に大きい(5)までの 5 件法で、値
が大きいほど介護負担感が高いとした。 
③属性情報 
介護者票から「年齢」、「性別」、「続柄」、「主観的健康感」、居住地をたずねた。介
護者の「年齢」は連続変数で用いた。「続柄」は配偶者、子、姻族、その他と分類し
た。「主観的健康感」は 5 件法でたずね、値が大きいほど健康状態が悪いとした。居
住地の自治体人口を 5 万人未満、5～10 万人未満、10～30 万人未満、30～50 万人未
満、50 万人以上の 5 群に分類し、「居住地の人口規模」とした。 
 
(2)現金給付の希望水準額 
介護者に対し、仮想評価法(Contingent Valuation Method; 以下 CVM とする) 35-37)
を用いて、家族介護に対し現金を給付する制度ができるとの仮定を示し、その際の現
金給付の希望額を回答してもらった。これを「現金給付の希望水準額」という変数名
とした。本研究における CVM では、介護労働 1 時間あたりの最低受け入れ意思額
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(Willingness to Accept; 以下 WTA とする)を使用し、2 つのシナリオを作成した。本
研究の WTA は郵送調査のため支払いカード方式 38,39)で回答してもらった。支払カー
ド方式は回答者に 0 円、100 円、200 円、300 円、500 円、1,000 円など最低額から
最高額を設定して示しその中から WTA を選択してもらう方法であり、自由回答方式
のように大量の無効回答が生じることを防げる 35-37)。 
シナリオ 1 では、「現在行っている家族介護の 1 時間に対し最低いくら受け取りた
いか」、WTA を回答してもらい、受け取った分、家計にプラスになることを補足した
(図 2)。シナリオ 2 では、「介護サービスの代わりに家族介護を 1 時間増加させた場合
最低いくら受け取りたいか」、WTA を回答してもらい、家計にプラスであるが、時間
や労力が犠牲になることを補足した(図 3)。シナリオ 1、2 ともに提示額は 0～5,000
円とし、5,000 円を超える額は任意に記入させた。また、WTA の精度を上げるため
37,40)「答えたくない」を選択肢として設けた。 
 
(3) 現金給付を導入した場合の介護者の意向 
①サービス利用の減少 
仮に現金給付が導入された場合に利用を減らす介護サービスがあるかたずね、具体
的なサービスを選択した場合に「減らす(有)」、そうでない場合には「減らさない(無)」
の 2 値変数とした。 
②経済的負担の許容倍率 
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仮に現金給付が導入されることになった場合に、許容できる経済的負担が現在の何
倍であるかについて、介護保険料や自己負担を想定したずねた。具体的には現在の
1.0～3.0 の負担倍率を示し回答してもらった。 
③課せられる条件 
仮に現金給付が導入された場合に現在は必要とされていないが、家族介護の質を担
保するために必要な制度を想定し質問した。具体的には、家族介護のケアプランを作
って介護の評価をうける「家族介護の計画立案・評価」、家族介護者が「ヘルパー資
格の取得」をすること、「給付金の使途説明」を行うことの 3 つが現金給付と引き替
えに求められたらどう思うかたずねた。具体的には良くない～良いの 5 件法で、良く
ない、あまり良くないを「良くない」、「どちらともいえない」、まあまあ良い、良い
を「良い」の 3 段階とした。 
 
3.分析方法 
(1). 現金給付の賛否と関連する要因 
現金給付の賛否は「反対」、「どちらともいえない」、「賛成」の記述統計を算出し、
適合度検定を行った。あわせて要介護度別にも記述統計を算出した。 
次に、現金給付の賛否に関連する要因を明らかにするために、「現金給付の賛否」
から「どちらでもない」を除外し「賛成」を 1「反対」0 の被説明変数、「介護の状況」
「介護サービスの利用状況」「介護に対する認識」を説明変数とした多変量ロジステ
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ィック回帰分析(強制投入法)を用い、オッズ比と 95%信頼区間を算出した。説明変数
は、仮説をもとに「介護の状況」として、「世帯人員」、「要介護度」、「介護時間」、「介
護期間」、「問題行動数」を採用した。「介護サービスの利用状況」として、「利用回数
が不足しているサービス」、「地域に存在しないサービス」、「経済的に利用できないサ
ービス」、「介護費用の負担感」を採用した。「介護に対する認識」として、「サービス
満足度」「全体的介護負担感」「介護継続意志」を採用した。「サービス満足度」を除
き、各変数の値が増加すると現金給付に賛成すると予想した(図 4)。 
コントロール変数として、どのような介護者であるかを調整するために介護者の
「年齢」、「性別」、「続柄」、を用いた。介護者の健康状態を調整するために「主観的
健康感」を用いた。市部郡部によるサービス供給量の差を調整するため、「居住地の
人口規模」を用い、合計 5 つのコントロール変数をすべてのモデルにおいて投入した。 
変数の選択に際して、現金給付の希望水準額への影響因子を検討した研究 41)を参考
に介護期間、介護時間、介護負担感、他の家族の存在、サービス利用ができないこと
を説明変数の選択に、介護者の年齢、性別、健康、続柄をコントロール変数選択の参
考とした。また仮説を下にした変数に不足がないように、現金給付の賛否によって 2
群間の検定を行い(U 検定、χ2検定)有意な差のある変数は投入した。変数間のうち強
い相関のある変数は除外し多重共線性が生じないように考慮した。 
はじめに、「介護の状況」に関する変数のみを投入したモデル 1(図 5)を解析した。
つぎに、「介護サービスの利用状況」に関する変数を追加したモデル 2(図 5)を実施し
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た。最終的に、「介護に対する認識」に関する変数を投入してモデル 3(図 6)を解析し
た。 
モデルの当てはまりを確認するため、コントロール変数で調整済みのモデル適合度
を示す Nagelkerke の R2、-2×対数尤度の値を求めた。 
 
(2).現金給付の希望水準額 
「答えたくない」を除いた回答を「現金給付の希望水準額」とし、全体と、「どち
らでもない」を除外した「現金給付の賛否」ごとに記述統計を算出した。また、「現
金給付の賛否」によって、2 群間の比較を行った(U 検定)。 
 
(3). 現金給付を導入した場合の介護者の意向 
「サービス利用の減少」、「経済的負担の許容倍率」「課せられる条件」について、
全体と「どちらでもない」を除外した「現金給付の賛否」ごとに記述統計を算出した。
また、この 3 つについて「現金給付の賛否」によって、2 群間の比較を行った(U 検定、
χ2検定)。 
 
(4).統計的処理 
有意水準 5%未満を棄却域とし、統計ソフトは SPSS version15.0 for Windows 日
本語版を用いた。 
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4.倫理的配慮 
調査は「疫学研究に関する倫理指針」に則り、東北大学大学院医学系研究科の倫理
審査委員会の承認を受けて実施した。 
 
Ⅴ.研究結果 
361 名の回答があり、介護者票と要介護者票が揃っていない回答を除外し、350 世
帯を分析対象とした。有効回答率は 41.2%であった。 
1. 全体の属性 
介護者の属性は、年齢は平均 63.7±11.2 歳、性別は女性が 73.4%、続柄は配偶者
が 42.0%を占めた。要介護者の属性は、年齢は平均 80.4±11.1 歳、性別は女性が 60.8%
であった(表 1)。 
「介護の状況」をみると、介護期間は平均 66.2±61.4 ヶ月、介護時間は平均 12.0
±8.1 時間/日であった。問題行動の数は平均 1.6±1.9 個、世帯人員は平均 3.0±1.6
人であった。要介護度は要介護 4、5 が各 18.8%、39.0%であった(表 2)。 
「介護サービスの利用状況」について、「利用回数が不足しているサービス」は不
足しているが 20.3%、「経済的に利用できないサービス」は利用できないが 10.3% 、
「地域に存在しないサービス」は存在しないが 4.3%であった。「介護費用の負担感」
は、「かなり」および「非常に大きい」が各 19.7%、6.6% であった。 
「介護に対する認識」について、「介護サービスの満足度」は「やや満足」および
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「満足」が各 43.0%、35.8%を占めた。「全体的介護負担感」は「かなり」および「非
常に大きい」が各 29.3%、19.4%であった。「介護継続意志」は「ややそう思う」お
よび「そう思う」者が各 22.4%、34.0% であった 。 
 
2.現金給付の賛否と関連する要因 
(1)現金給付の賛否 
賛否に回答した 321 人のうち「反対」は 33.3%、「どちらともいえない」は 29.3%、
「賛成」は 37.4%であり(表 3)、3 群間に有意な差はなかった。「要介護度」別では、
要支援が、「反対」36.4%「賛成」45.5%であった。要介護 1 が、「反対」47.6%「賛
成」19.0%であった。要介護 2 が、「反対」44.1%「賛成」32.4%であった。要介護 3
が、「反対」38.7%「賛成」30.6%であった。要介護 4 が、「反対」30.4%「賛成」30.4%
であった。要介護 5 が、「反対」27.5%「賛成」45.8%であった。「どちらともいえな
い」がすべての要介護度で 2～3 割存在していた。 
 
(2)「現金給付の賛否」に関連する要因 
現金給付の賛否による 2 群間の検定の結果、「問題行動数」、「経済的に利用できな
いサービス」、「介護費用の負担感」に有意な差がありモデルに用いた(表 4,5)。 
ロジスティック回帰分析により有意な関連がみられた項目は、はじめに「介護の状
況」のみを投入したモデル 1 では、「問題行動数」がオッズ比 0.83(95%CI:0.71-0.97)
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と有意に関連し、問題行動の数が増えると現金給付に負の影響を与えていた。R2値は
0.12 で、-2×対数尤度は 209 であった(表 6)。 
つぎに、「介護の状況」に「介護サービスの利用状況」を加えたモデル 2 では、モ
デルχ2値は有意でモデルは有効であった。「介護の状況」より「問題行動数」がオッ
ズ比 0.80(0.62-0.90) でモデル 1 と大きな変化は無かった。新たに投入した「介護サ
ービスの利用状況」より「地域に存在しないサービス」がオッズ比 0.12(0.02-0.60)
で地域に利用できるサービスが存在しないと現金給付に負の影響を与える。「経済的
に利用できないサービス」がオッズ比 4.02(1.26-12.85)で経済的な理由でサービスが
利用できないことがあると現金給付に負の影響を与える。「介護費用の負担感」がオ
ッズ比 1.94(1.41-2.67)で介護要する費用の負担感が高いと現金給付に正の影響を与
える。現金給付の賛否にもっとも影響する変数は地域にサービスがないことであった。
モデル 1 より R2値は 0.30 と上昇し-2×対数尤度は 208 と減少し、モデル適合度は向
上していた(表 6)。 
最後に「介護の状況」「介護サービスの利用状況」「介護に対する認識」を投入した
モデル 3 では、モデルχ2値は有意でモデルは有効であった。「介護の状況」より「問
題行動数」がオッズ比 0.82(0.67-1.00)でモデル 1、モデル 2 とその大きさはあまり変
わらなかった。新たに投入した「介護に対する認識」には現金給付の賛否と関連が認
められなかったが、新たに「世帯人員数」がオッズ比 1.30(1.01-1.67)と関連した。「介
護サービスの利用状況」より「地域に存在しないサービス」がオッズ比 0.13(0.02-0.75)
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でモデル 2 より負の影響は弱まった。「経済的に利用できないサービス」がオッズ比
4.32(1.16-16.08)、「介護費用の負担感」がオッズ比 2.31(1.58-3.38)であり、モデル 2
よりもオッズ比が上昇し、現金給付に与える正の影響が強まっていた。現金給付の賛
否にもっとも影響する変数は地域にサービスがないことであった。R2値は 0.34 と上
昇し、-2×対数尤度は 184 と減少し、モデル 1、モデル 2 よりモデル適合度は向上し
ていた(表 6)。 
コントロール変数はモデル 1、モデル 2、モデル 3 すべてにおいて現金給付の賛否
と有意な関連を示す変数はなかった。 
 
3.現金給付の希望水準額  
現金給付の希望水準額について、現在行っている家族介護を 1 時間あたりの貨幣価
値に換算したときの WTA(シナリオ 1)は、平均値 1,091 円、中央値 1,000 円であった
(図 7)。公的介護サービスの代わりに家族介護を 1 時間増加させた場合の WTA(シナ
リオ 2)は、平均値 1,552 円、中央値 1,000 円であった(図 8)。現金給付の賛否別では
シナリオ 1、シナリオ 2 ともに、有意な差は見られなかった(表 7)。 
0 円の回答を除いた場合は、シナリオ 1 が、平均値 1,140 円、中央値 1,000 円、シ
ナリオ 2 が、平均値 1,617 円、中央値 1,000 円で、現金給付の賛否別で、有意な差は
見られなかった。 
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4. 現金給付を導入した場合の介護者の意向 
(1)サービス利用の減少 
仮に介護者に現金が給付されると仮定した場合に利用を減らすサービスがあると
回答した者は 12.5%で、現金給付の賛否で有意な差はみられなかった(表 8)。 
 
(2)経済的負担の許容倍率 
仮に現金給付を導入した場合に許容できる経済的負担は、現在の保険料など自己負
担の 1.2±0.3 倍で、現金給付の賛否で有意な差はみられなかった(表 8)。 
 
(3)課せられる条件 
仮に現金給付が導入された場合、引き替えに要求される仮想の条件については、全
体では「家族介護の計画立案・評価」が求められたら「良くない」と答えた者は 45.2%
であった。「ヘルパー資格取得」が求められたら「良くない」と答えた者は 52.1%で
あった。「給付金の使途説明」が求められたら「良くない」と答えた者は 47.2%であ
った。すべてで「どちらともいえない」と答えた者が約 4 分の 1 であった。 
これらについて、現金給付の反対群、賛成群間で有意な差がみられた項目は、「家
族介護の計画立案・評価」「ヘルパー資格の取得」であった。「家族介護の計画立案・
評価」が「良くない」とする者は、現金給付の反対群で 54.1%、賛成群で 35.5%であ
るが、賛成群には「良い」も 36.4%存在した。「ヘルパー資格の取得」が「良くない」
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とする者は、現金給付反対群で 62.2%、賛成群で 42.1%とどちらも反対が多かった(表
8)。 
 
Ⅵ.考察 
1.現金給付の賛否 
介護保険の枠組みの下で、家族介護者が現金給付に対する賛否をどのように考えて
いるか明らかにするために、実際の介護者に調査を実施した結果、家族介護への現金
給付に対して 37.4%が賛成し、33.3%が反対することが明らかになった。 
本研究で得られたデータは、要介護者の年齢、介護者の年齢、介護期間、J-ZBI が
他の介護に関する研究 42-44)と比較して大差はなく、介護者の続柄 45)、介護費用 45)も
同様であり、介護サービスに対する満足度 46)もこれまでの介護者を対象にした研究の
属性データと違いはみられなかった。しかしながら、国内の介護者に対する CVM を
行った研究 31,32)と比べるとサンプル数と回収率は十分とは言えない。また、対象が訪
問看護ステーションの利用者に限定されていることから、全国の要介護認定者の構成
47)とは異なり、重度の者が多い分布となっている。そこで今回の結果をもとに、2009
年 07 月の全国要介護認定者 47)から、要介護度別に現金給付の賛否割合を補正した場
合、全国推計値は介護者の 34.5%が賛成、38.3%が反対、27.2%が「どちらともいえ
ない」、であると推測される。この推計値は本研究の回答から得られた構成割合と有
意な差はなかった(χ2検定)。 
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先行調査では 46)介護保険サービスを利用せず家族が介護している世帯で現金給付
への賛成は順位 6 位、14.5%にとどまり、緊急時に利用できるショートステイやヘル
パー制度の充実との回答が 4 割で上位を占めた。本研究では、サービスを利用してい
るにもかかわらず介護者の 3 分の 1 以上が、現金給付を望んでおり、希望割合は高い
と考えられる。その理由は、介護保険制度が定着した現在でも介護の負担感はさほど
減少せず 2-5)、要介護の重い者でも、サービスを限度額まで利用せず、家族介護の負
担に対する支援や評価を求めているためと考えられた。一方で、反対意見も 3 分の 1
存在していることから、介護保険における現金給付の意見は割れており、今後、家族
介護に対する現金給付についてさらなる議論も必要と考えられる。 
 
2.現金給付の賛否に関連する要因 
 現金給付の賛否に関連する要因を、モデル 1「介護の状況」、モデル 2「介護の状況」
＋「介護サービスの利用状況」、モデル 3「介護の状況」＋「介護サービスの利用状
況」＋「介護に対する認識」と段階的に投入して、最終的に現金給付の賛成と関連が
示されたのは、「世帯人員」オッズ比 1.30、「経済的に利用できないサービス」オッズ
比 4.32、「介護費用の負担感」オッズ比 2.31 であった。現金給付の反対と関連が示さ
れたのは「問題行動数」オッズ比 0.82、「地域に存在しないサービス」オッズ比 0.13
であった。現金給付の賛成にもっとも強い影響があるものは「経済的に利用できない
サービス」の存在で、他方現金給付の反対にもっとも強い影響があるものは「地域に
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存在しないサービス」があることであった。 
介護保険開始前、現物給付を利用できない場合には過半数が現金給付に賛成 7)して
おり、サービスが利用しにくい状況がある場合、現金給付に賛成すると思われた。し
かし、「地域に存在しないサービス」は、モデル 2 においてオッズ比が 0.12 と現金給
付の賛否に強い負の関連(現金給付反対)が認められ、「介護に対する認識」で調整する
と、関連は弱まるものの 0.13 と強い負の関連が認められた。その理由として介護保
険開始後、選択肢が存在する状況下において、公的介護を利用していない世帯が求め
るものは、緊急時に利用できるショートステイ、ヘルパー制度の充実 46)であり、現金
給付の優先順位は低い。よって地域に利用できるサービスがそもそもないなど、現物
給付が利用できない場合には、家族介護を評価するという側面で現金給付を求めるの
ではなく、サービスの充実を優先して考える。結果として現金給付に賛成しない大き
な要因となると推測された。 
「経済的に利用できないサービス」はオッズ比 4.02、「介護に対する認識」で調整
すると 4.32 と上昇し強い関連が認められた。同様に「介護費用の負担感」もオッズ
比 1.94「介護に対する認識」で調整するとオッズ比 2.31 と上昇した。本研究の CVM
のシナリオには現金給付が家計とってプラスとなることが明記されている。回答者は
現金給付が経済的な施策であると認識し、サービスに対する経済的問題が存在する場
合には経済的支援策となる現金給付への賛成が高まる理由と考えられる。また、サー
ビスが存在しているにもかかわらず、経済的問題によってサービスの利用に制限を受
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けた場合には、利用できないサービスの代わりに担う家族介護の負担が高まる可能性
がある。介護への支援、評価の希望が、現金給付への賛意を高める理由であるとも考
えられた。 
「問題行動数」はモデル 1 でオッズ比 0.83、「介護サービスの利用状況」を調整し
たモデル 2 では 0.80、「介護に対する認識」で調整したモデル 3 では 0.82 と問題行動
の数が増加すると現金給付に賛成せず、その影響の強さも変化しないという傾向が認
められた。認知症があると在宅介護の継続に困難を来し 48)、サービス利用を増やす傾
向があり 31)、介護者は問題行動の数が増えると在宅介護に困難を感じたり、サービス
の利用を考え、現金給付に賛成しないと考えられた。 
「世帯人員」は、モデル 1、モデル 2 では関連がなく、モデル 3 で調整するとオッ
ズ比が 1.3と現金給付への賛成意向と関連が出現するのは、介護を手伝う者の存在は、
在宅介護を継続させる一因であり 48)、現金給付を受けて介護をしても構わないという
意向がある場合で、介護負担感、在宅介護の継続意思、サービス満足度が加わること
で影響を受け、有意な関連が現れると推測された。「介護に対する認識」は単独では
現金給付の賛否に関わりがないものの、経済的な問題と現金給付への賛意を強める効
果があることが明らかとなった。「介護に対する認識」が現金給付の賛否と直接の関
連がなかった理由として、現金の給付という経済的施策と介護によって生じる問題の
認識には関連がなかった可能性が考えられる。しかし、これらについてはさらなる検
討が必要である。 
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今回、関連がみられなかった「要介護度」について考察すると以下のことが考えら
れる。要支援や、要介護度の軽い者が支給限度額まで介護サービスを利用しない理由
は、家族だけで介護可能であるためである 49,50)。他方、要介護度の高い者が支給限度
額までサービスを利用しない要因の一つには自己負担があると考えられる。とくに本
研究の対象は高齢世帯であり、年金の中から利用料を支払うため限度額までサービス
を利用できないことが考えられる。要介護度が低い場合、家族がヘルパーに代わって
介護が可能で、要介護度が高いとサービスに加え家族介護は避けられず、家族介護の
評価を求めるなど、理由が異なることが有意な関連を示さなかった理由であると推測
される。しかしながら、要介護度別に層化した分析を行うほどのサンプルが得られず、
今後、検討の必要性がある。 
その他「介護時間」「介護期間」「総合的介護負担感」が関連のなかった理由は明ら
かではない。主介護者が希望する WTA への影響因子を検討した結果、介護期間、介
護時間、介護負担感は WTA に影響しなかった 41)と報告しており、本研究と直接の比
較はできないものの介護期間、介護時間、介護負担感は、現金給付やその賛否と関連
しないことが考えられる。 
以上のことから、現金給付にもっとも影響する因子は、地域にサービスがない場合
で、現金給付を望まずサービス整備が必要と認識していることがうかがえる。次に影
響する因子はサービスの利用が経済的理由で制限される場合で、現金給付を強く望む
傾向にある。介護者は利用できる介護サービスの選択肢がある程度存在する状態で、
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サービスの利用が経済的理由で制限されることなどの、サービスを利用したくともで
きないミスマッチがあると、現金給付に賛成するが、要介護者の問題行動が多い、利
用できるサービスがない場合には、現金給付を望まずサービスの充実が必要と考えて
いることが明らかとなった。 
 
3.現金給付の希望水準額 
 介護 1 時間あたりの現金給付の希望水準額から、家族介護の労働対価(シナリオ 1)
は時給約1,000円、介護時間を1時間増やす場合(シナリオ2)は時給約1,000円～1,500
円程度であることが示唆された。介護時間が増えるというデメリットがある場合には、
希望水準額が上昇しており、WTA のシナリオは妥当であると考えられる。 
「平成 21 年賃金構造基本統計調査」51)によると、短時間労働者の１時間当たり賃金
は、男性が 1,086 円、女性が 973 円であり、女性の医療，福祉職は 1,192 円で、本研
究で得られた現金給付の希望水準額である家族介護の労働対価は、一般的な賃金水準
と大きな乖離はなかった。また、東京都墨田区民に対する調査の結果では、介護手当
が支給された際のWTAは平均で時給1,333円、最頻値1,000円 31)と報告されており、
本研究のシナリオ 1 の結果と大きな差はなかった。オランダで CVM を用いて家族介
護の WTA を介護者へ訪ねたところ、時給 9.5～10.5€で、オランダの公的介護サービ
スの家事援助給付の 40％水準 41,52)であった。日本の介護報酬における生活援助 1 時
間未満の報酬額は 2,290 円で、本研究の WTA も同等の水準であった。よって得られ
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た WTA は妥当であると考えられる。 
 
4. 現金給付を導入した場合の介護者の意向 
(1)サービス利用に与える影響 
これまで、現金給付を仮定した調査では、「時給 1,500 円の現金給付によって訪問
介護サービスの利用を 70%以上減らす」32)という報告がされていが、本研究では、現
金給付によってサービス利用を減らす者の割合は 12.5%にとどまった。その理由とし
て、本研究では、具体的な金額を提示していない条件下での利用意向であるため、具
体的な金額が提示された場合の回答は異なる可能性があると考えられる。 
現金が給付されても介護サービスの利用を控える者は 1 割強であり、介護者の望む
給付のあり方は、現金給付か現物給付かの二者択一ではなく、現物給付と現金給付の
双方を希望していることがうかがえる。 
 
(2)経済的負担の許容 
介護保障制度を持つ OECD 諸国でも将来の介護費用の増大予想は、財政上の大き
な問題 53)となっており、日本でも新たな現金給付制度の開始は財政に負担となる可能
性がある。介護保険利用者への京都府の調査 46)では「介護サービスの充実には保険料
の上昇はやむをえない」とする回答が 28.4%あり、反対意見とほぼ同数であるが、サ
ービスの充実には負担もやむを得ないと考えている。 
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本研究では介護者の考える保険料などの経済的負担の許容は現金給付の賛否によ
って差がなく約 1.2 倍であり、介護者が自己負担の上昇を 1.2 倍まで認めていること
は、介護保険の利便性や質が高ければ、介護者は応分の経済的負担をすることもいと
わないことがうかがえる。 
ここで、全国の現金給付に要する費用について推計を試みるが、財政的に無理のな
い範囲で給付がなされる必要がある。そのために、以下の 3 つの仮定を置く。 
第 1 に、家族介護者が公的介護サービスに代わって行うことができる介護内容は、
訪問介護サービスに限定されること。 
第 2 に、介護給付費実態調査よりサービス平均利用率は支給限度額に達しておらず、
本推計では支給限度額と限度額まで利用していない差額分を現金給付すること。 
第 3 に介護保険事業状況報告より、実際の要介護度別の訪問介護サービス部分の給
付費を用い、訪問介護サービスを限度額まで利用する場合の給付費を推計することで
ある。最後に要介護度別の合計額を現金給付に必要な費用の推計結果とする(資料 1
～3)。 
以上の 3 つの条件下で推計を行った結果、2008 年度の現金給付の必要額は 6,220
億円/年。同様に 2007 年度は 6,694 億円/年、2006 年度は 6,255 億円/年と推計される
(資料 1～3)。2009 年度の介護保険給付費は 7.7 兆円であり、本推計額はその 1 割以
内である。訪問介護サービスの利用が利用限度額まで達していない世帯には、現金給
付によって家族介護を支援、評価するという選択肢を考慮してもよいと思われる。 
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(3)現金給付が実施された場合の介護の質保証 
従来、現金給付に反対、慎重な意見は、家族介護の負担軽減につながらない、家族
介護の質の担保に課題が残される 19,23)という理由であった。米国の Cash and 
Counseling 制度は、Medicaid と比較し、費用が安い、満足感が高い、介護に対し
respect されていることを感じる、一方、介護者には emotional な負担が高まるとの
評価がされている 54)。そのため、現金給付にあたって専門家が家族介護者に対して介
入し質を管理する 55)ことなど、仮に現金給付が導入された場合でも、家族介護が過重
にならないような体制作りが重要と考えられる。 
家族介護に対する現金給付は、家族介護者を評価・支援することと、介護を受ける
者が自宅で生活するという要介護者の要望を満たすが、要介護者の QOL 低下につな
がらないような介護体制の確保が前提となる。特にこれまで公的介護を利用していな
かった世帯に給付する場合や公的介護から家族介護への比重を高めようとする世帯
に給付する場合には、褥瘡や廃用症候群など有害事象の発生を予防する必要がある。 
そこで、介護保険の見直しで現金給付が行われた場合に「課せられる条件」を質問
した結果、「家族介護の計画立案・評価」、「ヘルパー資格の取得」、「給付金の使途説
明」の導入を可とした介護者の割合は、いずれも 2～3 割にとどまっていた。 
このことは、現金給付を導入した場合に新たな条件が課されることに対する抵抗感
が強いことの表れと考えられるが、現金給付の賛成群で「家族介護の計画立案・評価」
に対しては、賛成者が多く導入しやすい施策であると考えられる。具体的には、家族
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介護のケアプランの中に排泄ケアなどを 1 日に何回行うかを示し、家族介護者もスケ
ジュールに則った介護を提供することが望ましい。 
家族介護に対するケアの質について、現金給付制度がある国で、インフォーマルケ
アによる介護の質は公的サービスと同レベルで 56)、利用者の満足度が高い 54)と報告
されており、家族介護に対する現金給付と質の担保は両立可能であると考えられる。
したがって、家族介護の質の保証のためには、ドイツのように現金給付を受けている
世帯に対し、第 3 者が定期的に訪問し介護の状態をモニタリングする 16)、専門家と一
緒にケアプランを立て、介護方法の指導を受ける、米国のように介護者、要介護者に
対する相談窓口の整備 14,54)といった制度上の工夫が必要と考えられる。また、有害事
象が発生するなど公的介護サービスの利用が要介護者にとって望ましいと判断され
た場合には、公的介護サービスの利用に切り替えるなどの対策も必要となるだろう。 
 
5.本研究の限界と今後の課題 
第 1 に全国の要介護者（約 432 万人）を母集団とし、そこから無作為抽出を行うと
仮定すると、推定信頼度 95%、母比率推定の標本誤差が 0.05 以内となる標本数は 385
人である。本研究の回答者は 350 世帯、有効回答率は 41.2%であり、訪問看護ステー
ションの利用者で無作為抽出でないことは、平均的な要介護者、介護者を代表しない
可能性もあり一般化には注意を要する。 
第 2 に経済評価において、収入の多寡は指標の 1 つであるが、本研究では対象の年
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齢が高く、誤記入など収入に対する回答が十分に得られず、分析を加えることができ
なかった。 
第 3 に仮想評価法では二段階二項選択方式がもっともバイアスが少なく望ましい
とされる 35-37)が、支払いカード方式を用いたことで回答が提示金額の中に納まるバイ
アスが生じる可能性がある。本研究では、介護者に 0～5,000 円を提示したため、現
金給付の上限額が 5,000 円であると認識し、WTA が低く推計された可能性を考慮す
る必要がある。 
第 4 に、本研究では、家族介護 1 時間あたりの労働価値を明らかにしたが、調査項
目の限界として、WTA のシナリオで給付金の使途を明示していない。対価を介護サ
ービスの利用や購入に使うなどの条件で質問した場合、どのような違いがあるか、さ
らなる検討が必要である。また、経済的負担を介護保険料という受益者負担の形で回
答してもらったが、支払手段によって結果が異なる 57)とされており、税金で国民全体
が分担すると仮定した場合には、結果が異なる可能性について考慮する必要がある。 
第 5 に、対象となった介護者は高齢世代で、職に就いていない者が多く、現役世代
が介護により休業や退職といった影響を受け、所得保障の形で現金給付を希望するか、
今後検討する必要がある。 
 
Ⅶ.結論 
 在宅介護を行っている介護者を対象に調査し、介護保険の制度の枠組みの下、家族
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介護に対する現金給付の賛否と要因、希望水準額、導入した場合の意向を検討した結
果、以下のことが明らかとなった。 
第 1 に、家族介護に対する現金給付の導入には、介護者の 37.4%が「賛成」、33.3%
が「反対」、29.3%が「どちらともいえない」と現在でも 3 分の 1 を超える介護者が
現金給付に賛成している。一方で、反対意見も 3 分の 1 存在し、現金給付についてさ
らなる議論が必要と考えられる。 
現金給付に賛成する要因としては、介護費用の負担感が強いこと、介護サービスの
利用が経済面で制限されることなど、サービス利用に係る経済問題の影響が大きいこ
とが明らかとなった。反対する要因としては、問題行動が多いこと、地域に介護サー
ビスがないことである。サービス利用・整備に関わることと現金給付の賛否に関連が
あり、介護サービスの整備が必要と考える傾向にある。 
第 2 に、現金給付の希望額は時給 1,000 円で、財政的には現在の介護費用の 10%
以内の増額となることが推測される。また、介護保険の利便性が高まれば、経済的負
担は現在の 1.2 倍まで許容できることがうかがえた。家族介護の質を評価するために
条件が課されることへの抵抗感は少なくなく、現金給付にあたっては、介護の質を担
保する仕組み、特に第三者による定期的なモニタリングが欠かせないと考えられる。 
介護者の支援の方策として、サービスの整備を図り、その上で家族介護を評価する
手段として現金給付を考慮する仕組みが望まれる。 
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訪問看護ステーション
66391施設
60712施設
5679施設
協力依頼570施設
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図 1 対象の選択と配布・回収チャート 
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図 2 現状の介護に対する最低受け入れ意思額(シナリオ 1) 
 
 
 
 
図 3 介護を 1 時間増加させた場合の最低受け入れ意思額(シナリオ 2) 
 
　仮の話として、現在の家族介護に介護保険から現金をお支払いする制度ができたと
します。
　あなたの介護1 時間あたりに受け取りたい最低額（時給）で希望する額を下から1 つ
選んでください。
0 円 100 円 200 円 300 円 400 円 500 円 600 円
700 円 800 円 900 円 1000 円 1200 円 1400 円 1600 円
1800 円 2000 円 2300 円 2600 円 2900 円 3200 円 3500 円
4000 円 4500 円 5000 円
答えたくない（その理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
補足 この仮定では、現在のあなたの介護時間、労力は同じで、自由時間も変わりません。
お金を受け取るので収入にはプラスです。
それ以上（ 　　　　　円）
　仮の話として、家族介護に介護保険から現金をお支払いする制度ができたとします。
ですが、公的介護サービスの利用を1 時間減らし、あなたが代わりに家族介護を1 時
間増やす必要があります。この金額なら介護を代わってもよいと思う最低額（時給）
を下から1 つ選んでください。
0 円 100 円 200 円 300 円 400 円 500 円 600 円
700 円 800 円 900 円 1000 円 1200 円 1400 円 1600 円
1800 円 2000 円 2300 円 2600 円 2900 円 3200 円 3500 円
4000 円 4500 円 5000 円
答えたくない（その理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
補足 この仮定では、現在のあなたの介護時間、労力は増え、自由時間は減ります。
お金を受け取るので収入にはプラスです。
それ以上（ 　　　　　円）
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現金給付の賛否に関連する要因
1.介護の状況
(5変数)
2.サービスの利用状況
(4変数)
3.介護の認識
(3変数)
世帯人員 ↑ 利用回数が不足 ↑ サービス満足度 ↓
介護時間 ↑ 地域にサービスがない ↑ 総合的介護負担感 ↑
介護期間 ↑ 経済的に利用できない ↑ 介護継続意志 ↑
要介護度 ↑ 介護費用の負担感 ↑
問題行動数 ↑
1.2.3の3要因12変数が現金給付に影響すると予測
各変数の増加に対し現金給付に賛成(↑)または反対(↓)
図 4 現金給付の賛否と各変数との関係予測 
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○現金給付の賛否
現金給付の賛否に関連する要因―モデル
○現金給付の賛否
□介護期間
□介護時間
□問題行動数
□世帯人員
□要介護度
◇介護の状況
□介護期間
□介護時間
□問題行動数
□世帯人員
□要介護度
□地域にサービスがない
□利用回数が不足
□経済的に利用できない
□介護費用の負担感
◇介護の状況
◇サービスの
利用状況
モ
デ
ル
１
モ
デ
ル
２
図 5 現金給付の賛否に関連する要因・変数投入法-モデル 1・モデル 2 
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現金給付の賛否に関連する要因―モデル
○現金給付の賛否
□介護期間
□介護時間
□問題行動数
□要介護度
□地域にサービスがない
□利用回数が不足
□経済的に利用できない
□介護費用の負担感
◇介護の状況
◇サービスの
利用状況
□総合的介護負担感
□サービス満足度
□介護継続意志
□世帯人員
◇介護の認識
 
図 6 現金給付の賛否に関連する要因・変数投入法-モデル 3 
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図 7 度数分布 現状の介護に対する最低受け入れ意思額 
 
 
 
 
図 8 度数分布 介護を 1 時間増加させた場合の最低受け入れ意思額 
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Ⅹ.表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表1　対象者の属性
n ( % )
a) 介護者年齢 349 63.7±11.2
b) 介護者性別 -
男 93 ( 26.6 )
女 256 ( 73.4 )
b) 続柄
配偶者 144 ( 42.0 )
子 126 ( 36.7 )
姻族 63 ( 18.4 )
他 10 ( 2.9 )
a) 主観的健康感(良否1-5) 344 3.2±0.7
a) Zarit介護負担感(0-88) 289 38.6±17.3
a) 介護費用(千円/月) 349 28.4±29.1
b) 居住地の人口
5万人未満 97 ( 27.8 )
5-10万人未満 68 ( 19.5 )
10-30万人未満 90 ( 25.8 )
30-50万人未満 53 ( 15.2 )
50万人以上 41 ( 11.7 )
a) 要介護者年齢 349 80.4±11.1
b) 要介護者性別
男 136 ( 39.2 )
女 211 ( 60.8 )
a) n mean±SD、b) n(%)
全体(n=350)
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表2　介護に関する状況
n ( % )
介護の状況
a) 介護期間(月) 347 66.2±61.4
a) 介護時間(平日) 324 12.0±8.1
a) 問題行動数 350 1.6±1.9
a) 世帯人員 342 3.0±1.6
b) 要介護度
要支援1-2 12 ( 3.5 )
要介護1 21 ( 6.1 )
要介護2 38 ( 11.0 )
要介護3 75 ( 21.7 )
要介護4 65 ( 18.8 )
要介護5 135 ( 39.0 )
介護サービスの状況
b) 利用回数が不足しているサービス
有 71 ( 20.3 )
無 279 ( 79.7 )
b) 地域に存在しないサービス
有 15 ( 4.3 )
無 334 ( 95.4 )
b) 経済的に利用できないサービス
有 36 ( 10.3 )
無 313 ( 89.7 )
b) 介護費用の負担感
全く負担でない 50 ( 14.5 )
多少 84 ( 24.3 )
世間並 121 ( 35.0 )
かなり 68 ( 19.7 )
非常に大きい 23 ( 6.6 )
介護の認識
b) 介護サービス満足度
不満 3 ( 1.0 )
やや不満 17 ( 5.8 )
どちらともいえない 42 ( 14.3 )
やや満足 126 ( 43.0 )
満足 105 ( 35.8 )
b) 総合的介護負担感
全く負担でない 8 ( 2.3 )
多少 75 ( 21.7 )
世間並 94 ( 27.2 )
かなり 101 ( 29.3 )
非常に大きい 67 ( 19.4 )
b) 在宅介護の継続が可能
そう思わない 26 ( 7.6 )
あまりそう思わない 15 ( 4.4 )
どちらともいえない 108 ( 31.4 )
ややそう思う 78 ( 22.7 )
そう思う 117 ( 34.0 )
a) n mean±SD、b) n(%)
全体(n=350)
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表3　現金給付の賛否
n ( % ) n ( % ) n ( % ) n ( % )
107 ( 33.3 ) 94 ( 29.3 ) 120 ( 37.4 ) 321 100
現金給付の賛否
合計望ましくない(反対) どちらともいえない 望ましい(賛成)
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表4　現金給付の賛否による対象者の属性と賛否による2群間の差
n ( % ) n ( % ) n ( % )
a) 介護者年齢 94 61.4±11.8 107 64.1±9.8 120 64.0±11.9 n.s. 1)
b) 介護者性別
男 18 ( 19.1 ) 34 ( 31.8 ) 37 ( 30.8 )
女 76 ( 80.9 ) 73 ( 68.2 ) 83 ( 69.2 )
b) 続柄
配偶者 36 ( 38.3 ) 41 ( 38.7 ) 53 ( 44.2 )
子 36 ( 38.3 ) 46 ( 43.4 ) 40 ( 33.3 )
姻族 17 ( 18.1 ) 18 ( 17.0 ) 24 ( 20.0 )
他 5 ( 5.3 ) 1 ( 0.9 ) 3 ( 2.5 )
a) 主観的健康感(良否1-5) 94 3.2±0.7 107 3.2±0.6 118 3.2±0.7 n.s. 1)
a) Zarit介護負担感(0-88) 81 36.6±17.5 89 38.5±17.5 98 40.7±17.2 n.s. 1)
a) 介護費用(千円/月) 94 28.2±29.4 106 27.0±23.6 120 29.7±32.3 n.s. 1)
b) 居住地の人口
5万人未満 26 ( 27.7 ) 29 ( 27.1 ) 35 ( 29.2 )
5-10万人未満 17 ( 18.1 ) 16 ( 15.0 ) 29 ( 24.2 )
10-30万人未満 20 ( 21.3 ) 31 ( 29.0 ) 32 ( 26.7 )
30-50万人未満 23 ( 24.5 ) 16 ( 15.0 ) 9 ( 7.5 )
50万人以上 8 ( 8.5 ) 15 ( 14.0 ) 15 ( 12.5 )
a) 要介護者年齢 93 79.0±13.0 107 81.8±9.7 120 80.4±10.9 n.s. 1)
b) 要介護者性別
男 35 ( 38.0 ) 34 ( 31.8 ) 37 ( 30.8 )
女 57 ( 62.0 ) 73 ( 68.2 ) 83 ( 68.7 )
a) n mean±SD、b) n(%)
n.s. 2)
1)U検定、2)χ2検定、n.s.=not significant
どちらでもない(n=94)
n.s. 2)
n.s. 2)
n.s. 2)
現金給付の賛否
反対(n=107) 賛成(n=120)
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表5　現金給付の賛否による介護に関する状況と賛否による2群間の差
n ( % ) n ( % ) n ( % )
介護の状況
a) 介護期間(月) 94 68.7±78.2 107 59.4±50.9 119 71.7±56.0 n.s. 1)
a) 介護時間(平日) 86 12.2±7.8 102 11.1±8.0 114 12.9±8.4 n.s. 1)
a) 問題行動数 94 1.5±1.9 107 2.1±2.2 120 1.5±1.6 * 1)
a) 世帯人員 91 3.1±1.5 105 2.7±1.5 117 3.1±1.5 n.s. 1)
b) 要介護度
要支援1-2 2 ( 2.2 ) 4 ( 3.7 ) 5 ( 4.3 )
要介護1 7 ( 7.5 ) 10 ( 9.3 ) 4 ( 3.4 )
要介護2 8 ( 8.6 ) 15 ( 14.0 ) 11 ( 9.4 )
要介護3 19 ( 20.4 ) 25 ( 23.4 ) 19 ( 16.2 )
要介護4 22 ( 23.7 ) 17 ( 15.9 ) 17 ( 14.5 )
要介護5 35 ( 37.6 ) 36 ( 33.6 ) 61 ( 52.1 )
介護サービスの状況
b) 利用回数が不足しているサービス
有 21 ( 22.3 ) 25 ( 23.4 ) 22 ( 18.3 )
無 73 ( 77.7 ) 82 ( 76.6 ) 98 ( 81.7 )
b) 地域に存在しないサービス
有 2 ( 2.1 ) 7 ( 6.6 ) 5 ( 4.2 )
無 92 ( 97.9 ) 99 ( 93.4 ) 115 ( 95.8 )
b) 経済的に利用できないサービス
有 10 ( 10.6 ) 6 ( 5.7 ) 18 ( 15.0 )
無 84 ( 89.4 ) 100 ( 94.3 ) 102 ( 85.0 )
b) 介護費用の負担感
全く負担でない 15 ( 16.0 ) 28 ( 26.2 ) 5 ( 4.2 )
多少 23 ( 24.5 ) 23 ( 21.5 ) 31 ( 26.1 )
世間並 37 ( 39.4 ) 36 ( 33.6 ) 35 ( 29.4 )
かなり 18 ( 19.1 ) 13 ( 12.1 ) 35 ( 29.4 )
非常に大きい 1 ( 1.1 ) 7 ( 6.5 ) 13 ( 10.9 )
介護の認識
b) 介護サービス満足度
不満 0 ( 0.0 ) 2 ( 2.0 ) 1 ( 1.0 )
やや不満 2 ( 2.6 ) 7 ( 7.1 ) 8 ( 7.8 )
どちらともいえない 10 ( 13.2 ) 10 ( 10.1 ) 20 ( 19.6 )
やや満足 40 ( 52.6 ) 43 ( 43.4 ) 41 ( 40.2 )
満足 24 ( 31.6 ) 37 ( 34.4 ) 32 ( 31.4 )
b) 総合的介護負担感
全く負担でない 1 ( 16.0 ) 2 ( 1.9 ) 4 ( 3.4 )
多少 20 ( 24.5 ) 21 ( 19.8 ) 25 ( 21.0 )
世間並 25 ( 39.4 ) 30 ( 28.3 ) 30 ( 25.2 )
かなり 32 ( 19.1 ) 30 ( 28.3 ) 35 ( 29.4 )
非常に大きい 16 ( 1.1 ) 23 ( 21.7 ) 25 ( 21.0 )
b) 在宅介護の継続が可能
そう思わない 5 ( 1.1 ) 12 ( 11.2 ) 8 ( 6.7 )
あまりそう思わない 3 ( 21.3 ) 6 ( 5.6 ) 6 ( 5.0 )
どちらともいえない 32 ( 34.0 ) 35 ( 32.7 ) 32 ( 26.9 )
ややそう思う 22 ( 23.4 ) 21 ( 19.6 ) 28 ( 23.5 )
そう思う 32 ( 34.0 ) 33 ( 30.8 ) 45 ( 37.8 )
a) n mean±SD、b) n(%)
現金給付の賛否
どちらでもない 反対(n=107) 賛成(n=120)
n.s. 2)
n.s. 2)
n.s. 2)
* 2)
* 2)
n.s. 2)
n.s. 2)
n.s. 2)
1)U検定、2)χ2検定、*p<0.05, n.s.=not significant
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表6　現金給付の賛否に関連する要因
Odds ratio Odds ratio Odds ratio
介護の状況
世帯人員 1.16 [ 0.94 - 1.44 ] 1.26 [ 1.00 - 1.60 ] 1.30 [ 1.01 - 1.67 ] *
介護時間 1.01 [ 0.97 - 1.05 ] 1.02 [ 0.97 - 1.06 ] 1.03 [ 0.99 - 1.09 ]
介護期間 1.00 [ 1.00 - 1.01 ] 1.01 [ 1.00 - 1.01 ] 1.00 [ 1.00 - 1.01 ]
要介護度 1.16 [ 0.93 - 1.45 ] 1.21 [ 0.95 - 1.54 ] 1.20 [ 0.92 - 1.57 ]
問題行動数 0.83 [ 0.71 - 0.97 ] * 0.80 [ 0.62 - 0.90 ] ** 0.82 [ 0.67 - 1.00 ] *
介護サービスの利用状況
利用回数が不足している介護サービスの有無 無 1.00（Ref) 1.00（Ref)
有 0.68 [ 0.36 - 1.96 ] 0.99 [ 0.37 - 2.60 ]
地域に存在しないサービスの有無 無 1.00（Ref) 1.00（Ref)
有 0.12 [ 0.02 - 0.60 ] * 0.13 [ 0.02 - 0.75 ] *
経済的に利用できないサービスの有無 無 1.00（Ref) 1.00（Ref)
有 4.02 [ 1.26 - 12.85 ] ** 4.32 [ 1.16 - 16.08 ] **
介護費用の負担感 1.94 [ 1.41 - 2.67 ] *** 2.31 [ 1.58 - 3.38 ] ***
介護に対する認識
サービス満足度 0.81 [ 0.55 - 1.19 ]
総合的介護負担感 0.75 [ 0.51 - 1.11 ]
介護継続意志 1.10 [ 0.80 - 1.51 ]
model chi-square * *** ***
Nagelkerke R2
-2×log likelihood 
n
2項ロジスティック回帰による算出
従属変数：現金給付への「賛成」=1、「反対」=0)
コントロール変数：「介護者の年齢」「介護者の性別」「介護者の主観的健康感」「続柄」「居住地の人口規模」
95%CI
model1 model2 model3
95%CI95%CI
*p<0.05, **p<0.01, ***p<0.001
184
53.74
0.34
201.3
19.64
0.12
269.9
209
52.30
0.30
234.4
207
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表7　現金給付の希望水準額(WTA)
WTA n mean SD median n mean SD median n mean SD median
現状の介護
報酬額(円)
シナリオ1
253 1,091 907 1,000 63 1,270 1,100 1,000 102 1,049 870 1,000 n.s.
介護1時間増分
報酬額(円)
シナリオ２
246 1,552 2,149 1,000 64 1,588 1,244 1,000 99 1,385 1,127 1,000 n.s.
全体(n=350)
現金給付の賛否
反対(n=107) 賛成(n=120)
U検定、*p<0.05, **p<0.01, ***p<0.001, n.s.=not significant
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表8　現金給付を導入した場合の介護者の意向
n ( % ) n ( % ) n ( % )
b) サービス利用の減小
有 39 ( 12.5 ) 15 ( 15.3 ) 15 ( 13.8 )
無 272 ( 87.5 ) 83 ( 84.7 ) 94 ( 86.2 )
a) 経済的自己負担の許容倍率 267 1.2±0.3 65 1.3±0.4 102 1.2±0.3 n.s. 1)
課せられる義務
b) 家族介護の計画立案・評価
良くない 140 ( 45.2 ) 53 ( 54.1 ) 38 ( 35.5 )
どちらともいえない 84 ( 27.1 ) 22 ( 22.4 ) 30 ( 28.0 )
良い 86 ( 27.7 ) 23 ( 23.5 ) 39 ( 36.4 )
b) ヘルパー資格の取得
良くない 163 ( 52.1 ) 61 ( 62.2 ) 45 ( 42.1 )
どちらともいえない 89 ( 28.4 ) 22 ( 22.4 ) 37 ( 34.6 )
良い 61 ( 19.5 ) 15 ( 15.3 ) 25 ( 23.4 )
b) 給付金の使途説明
良くない 145 ( 47.2 ) 50 ( 51.5 ) 40 ( 38.1 )
どちらともいえない 82 ( 26.7 ) 21 ( 21.6 ) 34 ( 32.4 )
良い 80 ( 26.1 ) 26 ( 26.8 ) 31 ( 29.4 )
a) n mean±SD、b) n(%) 1)U検定、2)χ2検定、*p<0.05, **p<0.01, ***p<0.001, n.s.=not significant
現金給付の賛否
全体(n=350)
反対(n=107) 賛成(n=120)
n.s.
n.s. 2)
2)
** 2)
** 2)
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資料 
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1. 用いるデータ 
*1)介護給付費実態調査から 
支給限度額(単位)、居宅サービス受給者平均給付単位数（単位）、平均利用率（％）、
(1 単位は 10 円) 
*2) 介護保険事業状況報告から 
訪問介護の給付費(千円) 
 
2. 用いる推計式 
① 支給限度額までの利用可能量=支給限度基準額÷居宅サービス受給者平均給付単
位数  
② 訪問介護の支給限度までの給付費の推計=支給限度額までの利用可能量×訪問介
護の給付費 
③ 給付可能な差額=訪問介護の限度給付費の推計－訪問介護の給付費 
④ 総費用=要介護度別に訪問介護の限度給付費の推計を求め合計 
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資料 1 現金給付費用の推計(平成 20 年度) 
 
 
 
 
資料 2 現金給付費用の推計(平成 19 年度) 
 
 
要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
支給限度基準額（単位）*1) 4,970 10,400 16,580 19,480 26,750 30,600 35,830
居宅サービス受給者
平均給付単位数（単位）*1)
2,325 4,141 6,876 9,352 13,587 17,392 20,766
平均利用率（％）*1)   46.8   39.8   41.5   48.0   50.8   56.8   58.0
実際の訪問介護の給付費(千円)*2) 33,322,984 49,151,104 92,716,618 118,782,068 112,517,078 96,613,044 93,613,653
①支給限度額までの利用可能量(x倍)
=支給限度基準額÷平均給付単位数
2.1 2.5 2.4 2.1 2.0 1.8 1.7
②訪問介護の支給限度までの給付費の推計(千円)
=①×訪問介護の給付費
71,244,614 123,444,536 223,569,501 247,433,532 221,522,915 169,980,919 161,520,212
③給付可能な差額(千円)
=②-訪問介護給付費
37,921,630 74,293,432 130,852,883 128,651,465 109,005,837 73,367,875 67,906,559
総計(千円)④ 621,999,681
*1)平成20年度介護給付費実態調査 支給限度基準額（単位）、居宅サービス受給者平均給付単位数（単位）、平均利用率（％）、1単位10円
*2)平成20年度介護保険事業状況報告 訪問介護の給付費(千円)
要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
支給限度基準額（単位）*1) 4,970 10,400 16,580 19,480 26,750 30,600 35,830
居宅サービス受給者
平均給付単位数（単位）*1)
2,326 4,119 6,617 9,081 13,131 16,822 20,164
平均利用率（％）*1)   46.8   39.6   39.9   46.6   49.1   55.0   56.3
訪問介護の給付費(千円)*2) 32,511,877 44,937,369 107,612,292 120,079,731 109,683,851 95,205,043 93,430,129
①支給限度額までの利用可能量(x倍)
=支給限度基準額÷平均給付単位数
2.1 2.5 2.5 2.1 2.0 1.8 1.8
②訪問介護の支給限度までの給付費の推計(千円)
=①×訪問介護の給付費
69,456,684 113,469,940 269,648,743 257,598,965 223,449,094 173,182,398 166,016,252
③給付可能な差額(千円)
=②-訪問介護給付費
36,944,807 68,532,570 162,036,451 137,519,234 113,765,243 77,977,356 72,586,123
総計(千円)④ 669,361,783
*1)平成19年度介護給付費実態調査 支給限度基準額（単位）、居宅サービス受給者平均給付単位数（単位）、平均利用率（％）、1単位10円
*2)平成19年度介護保険事業状況報告 訪問介護の給付費(千円)
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資料 3 現金給付費用の推計(平成 18 年度) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5
支給限度基準額（単位）*1) 4,970 10,400 16,580 19,480 26,750 30,600 35,830
居宅サービス受給者
平均給付単位数（単位）*1) 2,324 4,099 6,399 9,204 13,039 16,645 19,933
平均利用率（％）*1)   46.8   39.4   38.6   47.2   48.7   54.4   55.6
実際の訪問介護の給付費(千円)*2) 16,141,738 19,623,950 142,593,993 101,942,622 93,367,304 84,503,812 84,288,266
①支給限度額までの利用可能量(x倍)
=支給限度基準額÷平均給付単位数 2.1 2.5 2.6 2.1 2.1 1.8 1.8
②訪問介護の支給限度までの給付費の推計(千円)
=①×訪問介護の給付費 34,519,982 49,791,183 369,471,066 215,765,646 191,546,544 155,350,955 151,509,987
③給付可能な差額(千円)
=②-訪問介護給付費 18,378,244 30,167,233 226,877,073 113,823,024 98,179,240 70,847,143 67,221,721
総計(千円)④ 625,493,678
*1)平成18年度介護給付費実態調査 支給限度基準額（単位）、居宅サービス受給者平均給付単位数（単位）、平均利用率（％）、1単位10円
*2)平成18年度介護保険事業状況報告 訪問介護の給付費(千円)
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調査票 
－ 1－
在宅介護と介護給付の選択に関する意識調査
1 介護を受けている方（要介護者）について
回答をお願いしたい方について
このアンケート用紙は介護を受けている方についてご記入ください。複数いらっしゃる
場合には、より介護が必要な方についてお書きください。
①ご本人が書けない場合は、家族の方などが記入していただいて構いません。
②問 7、8は、ご本人か、ご本人の意見を聞き取って記入していただいて構いません。
介護を受けている方ご本人が判断できない状態・意識がない場合にはお答えいただく必
要はありません。
＊＊＊記入上の注意＊＊＊
回答ご記入後の返送について
ご返送いただく際には、たとえ未記入でも、「２　介護をしている方（介護者）について」
とセットにして封筒に入れてください。
①介護サービスの利用をお伺いする場面では、直近のケアプランをご覧になりながら
お書きください。分からない場合には、どなたかにお聞きになるか、直近のケアプ
ランのコピーを同封ください。その際にコピーに書かれたお名前が分からないよう
にペンなどで消してください。
②お名前をお書きいただく必要はありません。個人情報が特定できないように匿名化
した上で統計的処理を行いますので個人が特定されることはありません。
③アンケートにご協力いただけない場合でも、今後の介護サービスの利用に不利益が
生じることは一切ありません。
ご記入日
ご記入者
月　　　日
1．介護を受けている方ご本人
お住まい 都道府県
2．代理の方
市町村
－ 2－
問１ あなたご自身（要介護者）について教えてください。
問２ 介護が必要になった理由を下から選んで主なものに○を付けてください。
問３ あなたを介護する方（介護に携わるご家族）について教えてください。
↑主に介護する方に○をつけてください
問４ 現在、介護サービスに対して 1 ヶ月あたりどれくらいの費用を支払っていますか。
介護保険対象の自己負担額　　　　　　 1ヶ月あたり　　　　　　　万　　　千円
限度額を超えた全額自己負担分　　　　 1ヶ月あたり　　　　　　　万　　　千円
付随する負担（タクシー代、おむつ代など） 1ヶ月あたり　　　　　　　万　　　千円
その他の利用料　　　　　　　　　　　 1ヶ月あたり　　　　　　　万　　　千円
問５ 現在、医療費は１ヶ月あたりどれくらいの費用を支払っていますか。
外来通院　　　　　　　　　　　　　　 1ヶ月あたり　　　　　　　万　　　千円
在宅医療（定期訪問・往診など） 1ヶ月あたり　　　　　　　万　　　千円
訪問看護　　　　　　　　　　　　　　 1ヶ月あたり　　　　　　　万　　　千円
入院　　　　　　　　　　　　　　　　 1ヶ月あたり　　　　　　　万　　　千円
1 介護を受けている方（要介護者）について
01.  脳卒中（脳出血・脳梗塞）
02.  心臓の病気（心筋梗塞・心不全）
03.  難病（パーキンソン病など）
04.  肺の病気（肺気腫など）
05.  関節リウマチ
06.  変形性関節症（股・膝関節）
07.  転倒・骨折
08.  硬膜下出血・硬膜外出血
09.  脊髄損傷
10.  骨粗鬆症
11.  がん
12.  認知症（痴呆症）
13.  年齢による（病気ではなく）
14.  わからない
15.  その他（ ）
年齢
同居家族 人
歳 性別 男・女 要介護度 （要支援 1･2）･1･2･3･4･5
障害者手帳 （ ）級介護期間 年　　　ヶ月　
要介護者との
続柄を記入し
てください。
例　娘○ ５９歳
歳
歳
歳
歳
歳
歳
男・女
男・女
男・女
男・女
男・女
男・女
男・女
○ ４ ６ ○ ○ ２ ４
ご家族の構成 介護状況 就労の状況
年齢 性別 同居の方
１日の介護時間
（見守りも含む）
ヘルパー
資格を持
つ方
仕事を
持つ方
１日の
労働時
間
１週間
の労働
時間平日 休日
－ 3－
問６ サービスの利用について教えて下さい。（現状の利用についてはケアプランのコピー
を添付いただいても結構です。）
次ページへお進みください。
利用したサービス
すべてに○↓
訪問介護
（生活援助中心）
→
→
→
→
→
→
→
→
→
回
回
回
回
回
回
回
回
回
時間　分
時間　分
時間　分
時間　分
時間　分
時間　分
時間　分
時間　分
時間　分
回
回
回
回
回
回
回
回
回
訪問介護
（身体介護中心）
訪問介護
（通院等乗降介助）
訪問入浴
訪問リハビリ
訪問看護
医師の訪問診療
デイサービス
デイケア
現状の利用 希望する
利用回数
（1ヶ月間）
あてはまるものに○
経済的に
利用でき
ない
地域に
サービス
がない
回　数
（月平均）
時　間
（1回平均）
利用したサービス
すべてに○↓
ショートステイ →
→
→
→
外来通院（医療）
入院（医療）
利用していない 問 7へお進みください。
現状の利用
日　数
（1ヶ月）
日　数
（半年間）
日
日
日
日
日
日
日
日
日
希望する
利用回数
（半年間）
あてはまるものに○
経済的に
利用でき
ない
地域に
サービス
がない
－ 4－
これ以降の問７、８は、要介護者の方に聞き取ってもはっきりしない場合は、結構です。
問７ 全体的に言ってあなた（介護を受けている方）の健康状態はいかがですか。
問８ あなた（介護を受けている方）の健康状態についてお伺いします。
これで質問は終わりです。質問にお答えいただきありがとうございました。大変恐縮ですが、
「2 介護をしている方（介護者）について」とセットにして封筒に入れてください。
ご協力に感謝申し上げます。
介護や療養生活に関する意見がありましたらご自由にお書きください
整理番号
1.  とてもよい 2.  よい 3.  普通 4.  悪い 5.  とても悪い
移動の程度（当てはまるもの 1つだけに○）
1．私は歩き回るのに問題はない
2．私は歩き回るのにいくらか問題がある　
3．私はベッド（床）に寝たきりである
身の回りの管理（当てはまるもの 1つだけに○）
1．私は身の回りの管理に問題はない
2．私は洗面や着替えを自分でするのにいくらか問題がある　
3．私は洗面や着替えを自分でできない
ふだんの活動（例：仕事、勉強、家事、家族、余暇活動）（当てはまるもの 1つだけに○）
1．私はふだんの活動を行うのに問題はない
2．私はふだんの活動を行うのにいくらか問題がある　
3．私はふだんの活動を行うことができない
痛み／不快感（当てはまるもの 1つだけに○）
1．私は痛みや不快感はない
2．私は中程度の痛みや不快感がある　
3．私はひどい痛みや不快感がある
不安／ふさぎ込み（当てはまるもの 1つだけに○）
1．私は不安でもふさぎ込んでもいない
2．私は中程度に不安あるいはふさぎ込んでいる　
3．私はひどく不安あるいはふさぎ込んでいる
－ 1－
在宅介護と介護給付の選択に関する意識調査
2 介護をしている方（介護者）について
回答をお願いしたい方について
このアンケート用紙は介護をしている方についてがご記入ください。複数いらっしゃる
場合には、主に介護を担当している方についてお書き下さい。
ご本人が書けない場合は、ご本人の意見を聞き取って代わりの方に書いていただいて構
いません。
＊＊＊記入上の注意＊＊＊
回答ご記入後の返送について
ご返送いただく際には、たとえ未記入でも、「１　介護を受けている方（要介護者）につ
いて」とセットにして封筒に入れてください。
①質問に「仮の話」が出てきますが、あなたご自身のお考えをありのままに記入して
ください。
②お名前をお書きいただく必要はありません。個人情報が特定できないように匿名化
した上で統計的処理を行いますので個人が特定されることはありません。
③アンケートにご協力いただけない場合でも、今後の介護サービスの利用に不利益が
生じることは一切ありません。
④どうしても答えたくない箇所は「ノーコメント」などとお書きになっても構い
ません。しかしながら、多角的な研究のために、何卒ご回答をお願いいたします。
ご記入日
ご記入者
月　　　日
1．介護をしている方ご本人
お住まい 都道府県
2．代理の方
市町村
－ 2－
問１ あなたご自身（介護者）について教えてください。
問２ あなたが介護している方（要介護者）の状況や介護時間・期間について教えてください。
問３ 介護内容と介護時間について、平日・休日別におおよその時間を教えてください。
問４ 要介護者の方の以下のような状況で介護に困っていますか。あるものすべてに○を
つけてください。
2 介護をしている方（介護者）について
年　齢
要介護者との続柄
歳 性　別
要介護者との同居 無し 有り→　　 人世帯
男　・　女
年齢
1日の介護時間 約　　時間
歳 性別
平日
男・女 要介護度 （要支援 1･2）･1･2･3･4･5
約　　時間 介護期間 年　 ヶ月休日
1．家事援助（要介護者のための掃除、洗濯、買い物など）
2．身体介護（食事、排泄、衣類の着脱、移動など）
3．外出（金融機関、役所、通院介助、散歩の付き添いなど）
4．入浴・シャワー
5．医学的処置の必要な介護（痰の吸引など）
6．リハビリ（訓練としての歩行の介助、関節運動などリハビリ）
7．見守り
8．その他（ ）
介　護　内　容
時間
時間
時間
時間
時間
時間
時間
時間
平日
時間
時間
時間
時間
時間
時間
時間
時間
休日
01.  昼夜逆転（昼寝て夜起きる）
02.  暴言暴行がある
03.  介護をいやがる
04.  徘徊（1人で外出し戻れない）
05.  火の不始末
06.  不潔行為（便をいじるなど）
07.  摂食異常（拒食など）
08.  自傷行為（自分を傷つける）
09.  物忘れがはげしい
10.  同じ話を何度も言う・聞く
11.  金銭管理ができない
12.  物・金を取られたと言う
13.  作り話・嘘がはげしい
14.  急に何かできなくなった
15.  その他（ ）
－ 3－
問５ 利用している在宅サービスの提供者の対応で当てはまるものに○をつけてください。
問６ 家族介護に対して現金を給付するという制度は望ましいですか。
次ページへお進みください。
1．給付によって家族が介護に縛られる
2．今の介護サービスで満足
3．今の介護サービス自己負担額は妥当
4．仕事がある
5．家族介護の時間の余裕がない
6．経済的に困ってはいない
7．介護を担う家族の手が足りない
8．家族だけの介護を要介護者が望まない
9．その他（ ）
1．給付されたお金で自由にサービスを選ぶ
2．利用できる介護サービスが近くにない
3．1割のサービス自己負担が重い
4．仕事がない
5．時間に余裕がある
6．家計にとってよい
7．介護は家族だけでしたい
8．家族介護は要介護者の希望
9．その他（ ）
問７へ
お進みください。
以下から理由を１つ選んでください。
1. 望ましくない 2. あまり望ましくない 3. どちらともいえない 4. やや望ましい 5. 望ましい
介護サービスの種類 満足やや満足
どちらとも
言えない
やや
不満不満
利用
無し
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1 
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3 
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
5
01．訪問介護（生活援助中心）
02．訪問介護（身体介護中心）
03．訪問介護（通院等乗降介助）
04．訪問入浴
05．訪問リハビリ
06．訪問看護
07．医師の定期訪問
08．デイサービス
09．デイケア
10．ショートステイ
11．ケアマネージャー
12．介護サービス全体を通して
－ 4－
問７－１
仮の話として、現在の家族介護に介護保険から現金をお支払いする制度ができたと
します。
あなたの介護 1時間あたりに受け取りたい最低額（時給）で希望する額を下から 1つ
選んでください。
問７－２
ですが、介護保険から現金を給付するには、財源が必要です。そのために国民の
負担（保険料、自己負担）が増えます。その際の最大支払っても良いと思う負担は、
現在の何倍ですか。
問８ 現在、収入のあるお仕事（パート・アルバイト含む）についている方にうかがいます。
↓
問 7－ 1 で選んだ現金給付額が認められたら、お仕事に影響はあると思いますか。
0000 円　　 0100 円　　 0200 円　　 0300 円　　 0400 円　　 0500 円　　 0600 円
0700 円　　 0800 円　　 0900 円　　 1000 円　　 1200 円　　 1400 円　　 1600 円
1800 円　　 2000 円　　 2300 円　　 2600 円　　 2900 円　　 3200 円　　 3500 円
4000 円　　 4500 円　　 5000 円　　それ以上（ 円） 0
答えたくない（その理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
同 等　　　1.1 倍　　　1.2 倍　　　1.3 倍　　　1.4 倍　　　1.5 倍　　　1.6 倍
1.7 倍　　　1.8 倍　　　1.9 倍　　　2.0 倍　　　2.1 倍　　　2.2 倍　　　2.3 倍
2.4 倍　　　2.5 倍　　　2.6 倍　　　2.7 倍　　　2.8 倍　　　2.9 倍　　　3.0 倍
もっと応じられる（ 倍） その他（ ）
どのような影響があると思いますか。
1．仕事の時間を短くして介護を増やす
2．休職・休業を希望して介護を増やす
3．退職して介護に専念する
4．その他（ ）
1. はい　　　　　　　　2. いいえ→問 9へお進みください。
1. そう思わない 2. あまりそう思わない 3. どちらともいえない 4. ややそう思う 5. そう思う
－ 5－
問９０仮の話として、家族介護に介護保険から現金をお支払いする制度ができたとします。
ですが、公的介護サービスの利用を 1時間減らし、あなたが代わりに家族介護を 1時
間増やす必要があります。この金額なら介護を代わってもよいと思う最低額（時給）
を下から 1つ選んでください。
問１０－１
仮に介護者への現金給付が認められる代わりに、介護保険の運用として以下の対応
を求められたら、あなたはどのようにお考になりますか。
問１０－２
仮に介護者への現金給付が認められる代わりに、介護保険の運用として以下の対応
が可能になったら、あなたはどのようにお考になりますか。
次ページへお進みください。
良いまあまあ良 い
どちらとも
言えない
あまり
良くない
良く
ない
5
5
5
5
1
1
1
1
2
2
2
2
3
3
3
3
4
4
4
4
介護計画を立て、家族介護の評価を受ける義務
介護者がヘルパーなどの資格を取る義務
現金給付の使い道を説明する義務
国民の負担（保険料、自己負担）が上昇する
良いまあまあ良 い
どちらとも
言えない
あまり
良くない
良く
ない
5
5
1
1
2
2
3
3
4
4
給付金を使って専属のヘルパーを雇える
給付金を使って親類、知人、近所の方に介護を頼める
1 2 3 4 5
給付金で介護サービスを自由に契約できる
（給付金で介護サービスを購入した費用は全額自己負担）
0000 円　　 0100 円　　 0200 円　　 0300 円　　 0400 円　　 0500 円　　 0600 円
0700 円　　 0800 円　　 0900 円　　 1000 円　　 1200 円　　 1400 円　　 1600 円
1800 円　　 2000 円　　 2300 円　　 2600 円　　 2900 円　　 3200 円　　 3500 円
4000 円　　 4500 円　　 5000 円　　それ以上（ 円） 0
答えたくない（その理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
－ 6－
問１１ 仮の話として、家族介護に介護保険から現金をお支払いする制度ができたとします。
今度は、あなたが受け取る現金給付から、友人・知人、近所の方にお金を払って
頼みます。
その際に支払ってもよいと思う最高額（時給）を下から 1つ選んでください。
問１２ 仮の話として、家族介護に介護保険から現金をお支払いする制度ができたとします。
今度は、あなたが受け取る現金給付から、専属の介護ヘルパーを雇います。
その際に支払ってもよいと思う最高額（時給）を下から 1つ選んでください。
問１３－１ 仮に介護者に現金が給付されたら利用を減らすと思うサービスはありますか。
問１３－２ 仮に介護者に現金が給付されたら利用をやめると思うサービスはありますか。
1.  訪問介護（生活援助中心）
2.  訪問介護（身体介護中心）
3.  訪問介護（通院等乗降介助）
4.  訪問入浴
5.  訪問リハビリ
06.  訪問看護
07.  医師の訪問診療
08.  デイサービス
09.  デイケア
10.  ショートステイ
11.  その他（ ）
12.  特に減らさない
13.  現在利用していない
14.  答えたくない
0000 円　　0100 円　　0200 円　　0300 円　　0400 円　　0500 円　　0600 円
0700 円　　0800 円　　0900 円　 1000 円　 1200 円　 1400 円　 1600 円
1800 円　　2000 円　　2300 円　 2600 円　　2900 円　　3200 円　　3500 円
4000 円　　4500 円　　5000 円　　それ以上（ 円） 0
答えたくない（その理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
0000 円　　0100 円　　0200 円　　0300 円　　0400 円　　0500 円　　0600 円
0700 円　　0800 円　　0900 円　 1000 円　 1200 円　 1400 円　 1600 円
1800 円　　2000 円　　2300 円　 2600 円　　2900 円　　3200 円　　3500 円
4000 円　　4500 円　　5000 円　　それ以上（ 円） 0
答えたくない（その理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
1.  訪問介護（生活援助中心）
2.  訪問介護（身体介護中心）
3.  訪問介護（通院等乗降介助）
4.  訪問入浴
5.  訪問リハビリ
06.  訪問看護
07.  医師の訪問診療
08.  デイサービス
09.  デイケア
10.  ショートステイ
11.  その他（ ）
12.  特にやめない
13.  現在利用していない
14.  答えたくない
－ 7－
問１４－１ あなたの今の気持ちにもっとも当てはまる数字に○をつけて下さい。
問１４－２ 介護に対する家計への負担についてどのように感じていますか。
問１４－３ 全体を通してみると、介護をするということはどれくらい自分の負担になって
いると思いますか。
次ページへお進みください。
01．要介護者は、必要以上に世話を求めてくると思いますか
02．介護のために自分の時間が十分にとれないと思いますか
03．介護のほかに、家事や仕事などもこなしていかなければならず「ストレスだな」と思いますか
04．要介護者の行動に対し、困ってしまうと思うことがありますか
05．要介護者のそばにいると腹がたつことがありますか
06．介護があるので家族や友人と付き合いづらくなっていると思いますか
07．要介護者が将来どうなるのか不安になることがありますか
08．要介護者があなたに頼っていると思いますか
09．要介護者のそばにいると、気が休まらないと思いますか
10．介護のために、体調を崩したと思ったことがありますか
11．介護があるので自分のプライバシーを保つことができないと思いますか
12．介護があるので自分の社会参加の機会が減ったと思うことがありますか
13．要介護者が家にいるので、友達を自宅に呼びたくても呼べないと思ったことがありますか
14．要介護者は「あなただけが頼り」というふうにみえますか
15．今の暮らしを考えれば、介護にかける金銭的な余裕はないと思うことがありますか
16．介護にこれ以上の時間はさけないと思うことがありますか
17．介護が始まって以来、自分の思い通りの生活ができなくなったと思うことがありますか
18．介護を誰かにまかせてしまいたいと思うことがありますか
19．要介護者に対して、どうしていいかわからないと思うことがありますか
20．自分は今以上にもっと頑張って介護するべきだと思うことがありますか
21．本当は自分はもっとうまく介護できるのになあと思うことがありますか
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4
0 1 2 3 4  
0 1 2 3 4  
い
つ
も
よ
く
と
き
ど
き
た
ま
に
思
わ
な
い
1. 全く負担でない 2. 多少 3. 世間並 4. かなり 5. 非常に大きい
1. 全く負担でない 2. 多少 3. 世間並 4. かなり 5. 非常に大きい
－ 8－
問１５ 今後もご自宅での介護は可能と思いますか。
問１６ 全体的に言ってあなた（介護者）の健康状態はいかがですか。
問１７ あなた（介護者）の健康状態についておうかがいします。
問１８ あなた（介護者）は慢性的な病をお持ちですか、またそのことで介護に支障があり
ますか。
移動の程度（当てはまるもの１つだけに○）
1．私は歩き回るのに問題はない
2．私は歩き回るのにいくらか問題がある　
3．私はベッド（床）に寝たきりである
身の回りの管理（当てはまるもの１つだけに○）
1．私は身の回りの管理に問題はない
2．私は洗面や着替えを自分でするのにいくらか問題がある　
3．私は洗面や着替えを自分でできない
ふだんの活動（例：仕事、勉強、家事、家族、余暇活動）（当てはまるもの 1つだけに○）
1．私はふだんの活動を行うのに問題はない
2．私はふだんの活動を行うのにいくらか問題がある　
3．私はふだんの活動を行うことができない
痛み／不快感（当てはまるもの１つだけに○）
1．私は痛みや不快感はない
2．私は中程度の痛みや不快感がある　
3．私はひどい痛みや不快感がある
不安／ふさぎ込み（当てはまるもの１つだけに○）
1．私は不安でもふさぎ込んでもいない
2．私は中程度に不安あるいはふさぎ込んでいる　
3．私はひどく不安あるいはふさぎ込んでいる
慢性的な病気
定期的な通院の必要
病気による介護への支障
あり
あり
あり
なし
なし
なし
1.  そう思わない 2.  あまりそう思わない 3.  どちらともいえない 4.  ややそう思う 5.  そう思う
1.  とてもよい 2.  よい 3.  普通 4.  悪い 5.  とても悪い
－ 9－
問１９ 今のお住まいをこのように分けた場合、どれにあたりますか。
問２０ あなたのお仕事について教えてください。（学生のアルバイトは除きます）
問２１ 生計を 1つにする世帯全体の年間収入、あなたご自身の年間収入はいくらでしたか。
（年金、生活保護、仕送りを含む昨年 1年間の税込み額）
問２２ 現在のあなたの暮らしむきは、どれにあたりますか。
問２３ 現在のあなたの暮らしの状況を総合的に見てどう感じていますか。
次ページへお進みください。
1．持ち家（一戸建て）
2．持ち家（分譲マンション）
3．借家、民間のアパート・マンション
4．公営・公団の賃貸住宅・アパート・マンション
5．社宅・寮・官舎・公舎
6．その他（具体的　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）
1.  正規雇用
2.  非正規雇用（パート・アルバイト含む）
3.  自営業・農業をしている
4.  家族従事者
5.  専業主婦・夫
6.  学生
7.  無職
8.  その他（具体的に　　　　　　　　 ）
介護を始める前の仕事　番号 、今現在の仕事　番号
1． なし
2． 70 万円未満
3．070 ～ 150 万円未満
4．150 ～ 250 万円未満
5．250 ～ 350 万円未満
6．350 ～ 450 万円未満
07．0450 ～ 0550 万円未満
08．0550 ～ 0650 万円未満
09．0650 ～ 0750 万円未満
10．0750 ～ 0850 万円未満
11．0850 ～ 1000 万円未満
12．1000 ～ 1200 万円未満
13．1200 ～ 1400 万円未満
14．1400 ～ 1600 万円未満
15．1600 ～ 1850 万円未満
16．1850 ～ 2300 万円未満
17． 2300 万円以上
現在のあなたの世帯全体の収入　番号 、現在のあなたご自身の収入　番号
1.  豊か 2.  やや豊か 3.  普通 4.  やや貧しい 5.  貧しい
1.  ゆとりがある 2. ややゆとりがある 3.  普通 4.  やや苦しい 5.  苦しい
－ 10 －
問２４ あなたの意見は Aと Bどちらに近いですか。
A：介護は公的介護を充実させて、家族に現金を給付すべきでない。
B ：介護は家族の手でおこない、現金を給付すべきだ。
問２５ あなたの意見は Aと Bどちらに近いですか。
A：男性は外で働き、女性は家庭を守るべきである。
B ：男性も女性も仕事を持ち、家庭のことは分担すべきである。
これで質問は終わりです。質問にお答えいただきありがとうございました。大変恐縮ですが、
「1 介護を受けている方（要介護者）について」とセットにして封筒に入れてください。
ご協力に感謝申し上げます。
介護や療養生活に関する意見がありましたらご自由にお書きください
1. A に近い 2. どちらかと言えば A 3. どちらかと言えばB 4. B に近い
1. A に近い 2. どちらかと言えば A 3. どちらかと言えばB 4. B に近い

－ 12 － 整理番号
在宅介護と介護給付の選択に関する意識調査
2 介護をしている方（介護者）について
＊＊＊「仮の話」についての補足＊＊＊
問７－１
この仮定では、現在のあなたの介護時間、労力は同じで、自由時間も変わりません。
お金を受け取るので収入にはプラスです。
問９
この仮定では、現在のあなたの介護時間、労力は増え、自由時間は減ります。
お金を受け取るので収入にはプラスです。
問１１
この仮定では、現在のあなたの介護時間、労力は減り、自由時間は増えます。
給付金からお金を払って人に頼むので、収入にはマイナスです。
問１２
この仮定では、現在のあなたの介護時間、労力は減り、自由時間は増えます。
給付金からお金を払ってプロを雇うので、収入にはマイナスです。
＊参考＊
各国の介護の給付制度は、大きく 3つに分類できます。
a.  公的介護サービスのみを給付する国
（公的介護サービスを充実させ、家族介護を減らし介護を社会で担うためなど
です。）
b.  現金のみを給付する国
（公的サービスが普及していない、または利用者が介護サービスを契約するか、
家族介護の対価として家計に加えるか、選択の自由があるためなどです。）
c.  公的介護サービス・現金を混合給付する国
（現金給付部分は、利用者の選択、家族介護の評価、介護による休職・失職の
所得保障のためなどです。）
